
平成２３年度　政府予算案（大阪府福祉部関係）の決定内容
平成23年2月21日
大阪府
※ ２月１日現在で国の各省庁からの情報により作成したものです。
	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	１．次世代育成に関する要望

１．子育て支援施策の充実

(１)安心こども基金について

	【安心こども基金関係】

○予算措置なし
【エレベーター整備費の補助対象化関係】

○予算措置なし
	【安心こども基金関係】

厚生労働省・文部科学省
（全）1,000億円【Ｈ22補正】
（府）88億円

・安心こども基金の積み増し
・事業実施期限の平成23年度末までの延長

・基金のみの事業実施が可能な「児童虐待防止対策の強化」の事業区分の新設
	

	(２)保育分野の制度・規制改革について


	◆予算項目以外の状況

○子ども・子育て新システムの構築
・平成23年通常国会への法案提出に向け、国の「子ども・子育て新システム検討会議」において検討中
○保育所待機児童バウチャー制度の創設
・子ども・子育て新システムの中で給付内容を国で検討中

○家庭的保育事業の面積基準等の撤廃
・平成22年11月の国実施要綱の改正により、面積基準について、実質要件を緩和
	

	(３)放課後児童健全育成事業の充実について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○放課後児童対策の充実　　　　　　　　　　（全）344億円
（(H22)274億円）
	（全）308億円
	

	(４)子ども手当について

	◆概算要求の状況　厚生労働省
○子ども手当の充実　　　　　　　　　（全）１兆7,375億円

（(H22)１兆4,722億円）
	（全）２兆77億円

・３歳未満の子ども一人につき月額13,000円を20,000円に増額

・児童手当法に基づく地方負担は継続
	

	２．児童家庭福祉施策の充実

(１)児童虐待対策の充実について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○虐待を受けた子ども等への支援　　　 　　　（全）848億円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（(H22)841億円）
・市町村相談対応職員の専門性の向上等の地域における体制整備 

　　・児童相談所の機能強化

    ・児童家庭支援センターの拡充
・要保護児童等に対する社会的養護の充実
	（全）859億円

	

	(２)児童福祉施設の運営体制・機能の強化について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○要保護児童等に対する社会的養護の充実

　　　（全）845億円≪一部再掲≫

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」（全）848億円の内数

（(H22)838億円）
	（全）856億円≪一部再掲≫

※上記「虐待を受けた子ども等への支援」（全）859億円の内数
	

	(３)措置に基づく都道府県と民間施設の関係等について


	◆予算項目以外の状況
　　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず
	

	(４)母子家庭等自立支援対策の推進について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○児童扶養手当　　　　　　　　　　　　　（全）1,770億円

（(H22)1,678億円）
	（全）1,767億円

※消費者物価指数の下落が見込まれるため、手当額を△0.3%改定
	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	２．障がい者福祉に関する要望

１．障がい者施策の円滑な推進

(１)障がい者福祉制度の充実について　


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○良質な障がい福祉サービス等の確保　　　　（全）6,952億円
（（H22）6,159億円）

○高次脳機能障がい者の支援体制の確立　 　　　（全）0.3億円
（（H22）0.1億円）
	（全）6,787億円

（全）0.3億円


	

	
	◆予算項目以外の状況

○障がい者制度改革推進会議総合福祉部会の設置

・障害者自立支援法に代わる「障害者総合福祉法」（仮称）の制定に向けて国で検討中
○平成22年12月「障害者自立支援法」等の一部改正

　　・利用者負担について、応能負担を原則化
・発達障がいが法対象であることを明確化

・重度視覚障がい者の移動支援は、「同行援護」として障がい福祉サービスにおいて実施　等
	

	(２)支給決定手続きや基準の透明化、明確化について
	◆予算項目以外の状況
　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず
	

	(３)地域移行支援策の充実・強化について　


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい者の地域移行・地域生活支援のための緊急体制整備事業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全）136億円の内数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（（H22）124億円の内数）

○精神障がい者の地域移行・地域定着支援の推進
　（全）6.7億円
（（H22）17億円）
	（全）１００億円

・障がい者自立支援対策臨時特例交付金に基づく基金事業

※22年度補正で別途（全）39億円
（全）6.7億円
	

	(４)発達障がい児者支援策の充実について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○発達障がい者の地域支援体制の確立　　　　　　（全）２億円
（（H22）2億円）

○発達障がい者への支援手法の開発や普及啓発の着実な実施

　　　（全）3.9億円

（（H22）5.4億円）

○発達障がい者等の支援のための巡回支援専門員の整備

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全）1.6億円【新規】
	（全）２億円

（全）3.9億円

（全）1.6億円【新規】
	

	(５)重症心身障がい児者の地域移行について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○介護職員等によるたんの吸引等の実施のための研修会の実施

　（全）21億円【新規】

	（全）9.4億円【新規】
　※別途22年度補正で（全）0.9億円
	

	(６)障がい者差別の解消に向けた法整備について　


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○障がい者虐待防止対策支援事業　　　　　　　　（全）4.7億円

（（H22）4.7億円）
	（全）4.1億円
	

	
	◆予算項目以外の状況
○障がい者制度改革推進会議差別禁止部会の設置

・「障害者差別禁止法」（仮称）の制定に向けて検討中
	

	２．障がい者の雇用・就労対策の強化

(1)障がい福祉計画の目標達成に向けた就労支援の抜本的強化について
	◆概算要求の状況　厚生労働省

○障がい者就業・生活支援センター事業　　　　　（全）11億円

（（H22）9.6億円）
	（全）10億円
	

	(２)福祉的就労の充実・強化について


	◆概算要求の状況　厚生労働省

○工賃倍増５か年計画　　　　　　　　　　　　　（全）６億円
　　　 （（H22）7.9億円）
	（全）５億円
	

	(３)在宅就労に対する更なる支援について
	◆予算項目以外の状況
　　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず
	

	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	３．介護保険制度、高齢者福祉に関する要望

(１)介護保険制度の見直しについて


	◆概算要求の状況　厚生労働省

　○安定的な介護保険制度の運営　　（全）２兆2,597億円（内数）

　　　　　　　　　　　　　　　（（H22）2兆1,502億円）（内数）
	（全）２兆2,679億円（内数）
	

	
	◆予算項目以外の状況

○介護サービス情報の公表制度
・平成24年度から、手数料廃止、調査の義務付け廃止、情報公表サーバの一元化等の見直しを実施予定
	

	(２)認知症高齢者施策の充実について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
　○地域包括ケアの推進　　　　　　　　　　（全）187億円（内数）

（（H22）47億円）
・24時間地域巡回型訪問サービス、家族介護支援（レスパイトケア）等の推進（128億円）【新規】
　　・介護職員によるたんの吸引等の実施のための研修事業の実施

　　　（21億円）【新規】（再掲）
　　・認知症の方の暮らしを守るための施策の推進（38億円）

　　

　　
	（全）63億円（内数）

・24時間定期巡回・随時対応サービス等の推進（27億円）【新規】
・介護職員によるたんの吸引等の実施のための研修事業の実施（9.4億円）【新規】（再掲）
※別途22年度補正で（全）0.9億円
・認知症の方の暮らしを守るための施策の推進（27億円）

※別途H22補正で地域の日常的な支え合い活動の体制づくり
（全）200億円
（府）6.4億円
	

	(3)在宅高齢者福祉の推進について


	
	
	

	(４)介護・福祉施設の整備推進について
	◆概算要求の状況　厚生労働省
　○地域における介護基盤の整備　　　　　（全）265億円（内数）

（（H22）283億円）（内数）
	（全）63億円（内数）


	

	４．医療保険制度に関する要望

１．医療保険制度の抜本的改革と持続的かつ安定的な運営確保

(1)国民健康保険制度について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○市町村の国民健康保険助成費　　　　　（全）３兆4,581億円

（（Ｈ22）３兆3,168億円）

○国保組合の国民健康保険助成費　　　　　　（全）3,278億円

（（H22）3,255億円）
	（全）３兆4,006億円
（全）3,251億円
	

	(２)後期高齢者医療制度について


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○後期高齢者医療制度関係経費　　　　　（全）３兆9,304億円

（（Ｈ22）３兆7,747億円）

《参　考》

○現行高齢者医療制度の負担軽減措置について、平成23年度も継続実施
・被用者保険の被扶養者であった方の保険料軽減の継続（均等割９割軽減）　　　　　　　　　　　　（全）240億円【Ｈ22補正】

・所得の低い方の保険料軽減の継続（均等割9割、8.5割、所得割5割軽減）　　　　　　　　　　　（全）506億円【Ｈ22補正】
	（全）３兆9,573億円
　　


	

	２．福祉医療費助成事業の制度化等
	◆概算要求の状況　厚生労働省
○市町村の国民健康保険助成費　　（全）３兆4,581億万円（再掲）
（（Ｈ22）３兆3,168億円）（再掲）
○国保組合の国民健康保険助成費　　　　（全）3,278億円（再掲）
（（H22）3,255億円）（再掲）
　※上記金額に、要望にかかる予算は含まれず
	（全）３兆4,006億円（再掲）
（全）3,251億円（再掲）
※上記金額に、要望にかかる予算は含まれず
	

	
	◆予算項目以外の状況

○福祉医療費助成制度の国制度化　　
・全自治体が単独事業として実施する事実上のナショナル・ミニマムであることから、国による制度化を要望してきたが、現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。
○国民健康保険国庫負担金減額措置の廃止

・合理的理由のない減額措置は直ちに廃止するよう要望したが、現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず。
	


	要望・提案事項
	概算要求状況
	予算内容等
	備　考

	５．その他福祉施策に関する要望
１．福祉・介護人材の確保、定着方策の抜本的強化
	◆予算項目以外の状況

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず
	

	２．社会福祉施設、事業所に係る運営費、報酬単価等の地域区分の改善
	◆予算項目以外の状況

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず
	

	３．生活保護制度をはじめとするセーフティネットの再構築
	◆予算項目以外の状況

・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず
	

	４．ホームレスの自立支援


	◆概算要求の状況　厚生労働省
○貧困・困窮者の「絆」再生事業　　　　　（全）100億円【新規】
・平成22年度補正予算により、「緊急雇用創出事業臨時特例交付金（住まい対策拡充等支援事業分）」に「貧困・困窮者の「絆」再生事業」実施分を積み増し、平成23年度末まで同事業を実施
	（全）20億円【新規】

	

	５．在日外国人無年金者の救済
	◆予算項目以外の状況
　　・現時点において、国からは今後の対応方針・対策について示されず
	


注）　（全）：全国枠予算、（国）：国費ベース、（事）：事業費ベース
1　／　4

